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札幌市及び北海道における肝炎ウイルスフォローアップ状況 
 
研究分担者：小川  浩司    北海道大学病院 消化器内科 

      
研究要旨：2014 年度より札幌市において肝炎ウイルス陽性者に対してフォローアッ
プ事業を開始した。2017 年度までの回答率は 29.9%、医療機関受診確認率は 18.1%
と低率であった。2018 年度は前年度の未回答、未受診者に 1年後の再勧奨を行い、
医療機関受診確認率は約 10%上昇した。さらに、北海道内の自治体（札幌市を除く
178 市町村）に対して、肝炎ウイルス陽性者フォローアップの実施状況を調査した。
フォローアップを実施している自治体は 31 にとどまり、医療機関受診確認率は HCV 
17.2%、HBV 18.3%であった。札幌市においては、現状の調査方法ではこれ以上の改
善は難しく、受検票の改善を予定している。北海道全体では、人口の多い地方都市
から重点的に対策を進める。 

A. 研究目的 
ウイルス性肝炎に対する抗ウイルス療法

は劇的に進歩し、HBV 感染には核酸アナログ

製剤、HCV 感染に対しても直接的抗ウイルス

薬によるインターフェロンフリー治療が確

立した。肝炎ウイルス陽性者に適切に治療

介入すれば、HBV や HCV による肝病態の進行

を抑制することは可能な時代になった。各

自治体においては肝炎ウイルス検診が施行

されてきたが、いまだに医療機関を受診し

ない陽性者が多いのが現状である。札幌市

では2010年度より無料肝炎ウイルス検査を

実施してきた。2018 年度までの 8 年間で約

38 万人が受検し、肝炎ウイルス陽性者も約

4 千人を超えた（表 1）。2014 年 4 月より北

海道大学消化器内科は札幌市保健所と連携

して、肝炎ウイルス陽性者に対するフォロ

ーアップ事業を開始した。札幌市の肝炎ウ

イルス検査陽性者の現状および問題点を検

討するとともに、北海道内の市町村全体に

おける肝炎ウイルス陽性者のフォローアッ

プ状況についても報告する。 

 

 

B. 研究方法 
札幌市肝炎ウイルス陽性者 

2014年 4月から2019年3月までに札幌市

が行う無料の肝炎ウイルスを受検し、情報

提供に同意した肝炎ウイルス陽性者を対象

とした。同意取得時期、送付方法に若干の

変更（詳細は前年度までの報告書参照）は

あるものの、同意を得られた肝炎ウイルス

陽性者に対して札幌市保健所から調査票を

送付し、札幌市保健所への回答率、医療機

関受診確認率を解析した。2017 年度までは

回答率、医療機関受診確認率が低率であっ

たことから、2018 年度からは北海道での陽

性率の高い HBV 勧奨資材を調査票と一緒に

送付した。更に 2017 年度の未回答、未受診

者を対象に 1年後の再勧奨を行った。 
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北海道における現状 

札幌市が 195 万人と集中しているが、北

海道内には 179 市町村が存在し、約 547 万

人が暮らしている。そのため、北海道と連

携し、札幌市を除く 178 市町村の行政担当

者に対して調査票を送付し、北海道自治体

における肝炎ウイルス陽性者に対するフォ

ローアップの現状を評価した。 

 

C. 研究結果 
札幌市肝炎ウイルス検査受診者、陽性者 

札幌市の肝炎ウイルス検診受診者は年々

漸減傾向であった。受診者の肝炎ウイルス

陽性率も漸減傾向であり、2010 年は HBV 

1.23%、HCV 0.32%であったが、2018 年度  

には HBV 0.74%、HCV 0.17%まで減少した  

（図 1）。 

 

医療機関受診確認率 

札幌市から送付された調査票への回答率

は 2014 年度 33.5%、2015 年度 32.4%、2016

年度 21.4%、2017 年度 29.3%と 4 年合計での

回答率は 29.9%であった（図 2）。

 

医療機関受診確認率は 2014 年度 23.7%、

2015 年度 18.7%、2016 年度 11.7%、2017 年

度 15.5%と 4年合計での確認率は18.1%であ

った（図 3）。 

 
2018 年度は陽性者の 8 割を占める HBV を

対象としたパンフレットを調査票と一緒に

送付した。しかし、2018 年度の回答率は

26.1%、医療機関受診確認率は 16.7%であっ

た  （図 2、3）。また、2017 年度の未回

答、未受診合計 256 人に対して 1 年後の再

勧奨を行った。59 人より回答を得ることで

き、2017年度の医療機関受診確認率は15.8%

から 25.9%に向上した（図 4）。 

 
北海道におけるフォローアップの現状 

 札幌市を除く北海道内の 178 市町村に対

して肝炎ウイルス陽性者フォローアップの

実施状況を調査した。45市町村では 2018 年

度に肝炎ウイルス陽性者を認めなかった。

133 市町村では陽性者を認めたが、フォロー

アップを実施しているのは31市町村に過ぎ

なかった。未実施の 102 市町村では、2019

年度に11市町村でフォローアップを実施予

定との返答であった（図 5）。 
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2015 年度から 2018 年度の 4年間で、札幌

市を除く北海道内で HCV239 人、HBV1208 人

の肝炎ウイルス陽性者を認めた。フォロー

アップ実施数は HCV 32.6%、HBV 28.7%であ

った。札幌市を除く北海道内における肝炎

ウイルス陽性者の医療機関受診確認率は

HCV 17.2%、HBV 18.3%であった（図 6）。 

 

D. 考察 
札幌市における肝炎ウイルス受検者は

年々漸減傾向であった。2010 年度以降既に

38 万人が受検しており、新規受検者が減少

しているものと推測される。陽性者は HBV

が圧倒的に多く、北海道における HBV キャ

リア率の高さを反映したものと考えられた。

HBV、HCV ともに受検者における陽性率は漸

減傾向であった。これは既に 38 万人が受検

し、陽性者の洗い出しが進んでいるため、

と推測された。 

2014 年度より札幌市保健所と協力して、

本研究を開始した。札幌市保健所への回答

率は 29.9%、医療機関受診確認率は 18.1%と

低率であった。同意取得時期を受検時や調

査票の送付方法など、変更を加えてきたが、

医療機関受診確認率を向上させるためには、

この回答率を引き上げることが必須と考え

られた。そのため、2018 年度より陽性率の

高い HBV 勧奨資材の導入、未受診、未回答

者に対する 1 年後の再勧奨を行った。残念

ながら、勧奨資材による回答率、医療機関

樹陰受診率の向上を認めることは出来なか

ったが、1年後の再勧奨により医療機関受診

確認率は約 10%向上した。複数年での再勧奨

も検討したが、札幌市では年間 300 人以上

が新規肝炎ウイルス陽性者となっている。

大都市でこのようなフォローアップ事業を

行う場合、保健所における仕事量は膨大で

ある。現時点では、札幌市保健所担当者の

仕事量も勘案し、陽性確認時および 1 年後

の再勧奨による医療機関受診確認までとし

ている。しかし、現状の方法では回答率、

医療機関受診確認率の大幅な改善は難しい。

今後は受診表の改善など、札幌市保健所と

相談して進めていきたい。 

北海道全体でのフォローアップ状況につ

いても調査した。2018 年度でも、フォロー

アップを実施している市町村数は 31 で、医

療機関受診確認率も残念ながら低率であっ

た。2019 年度フォローアップ予定は 11 市町

村となっているが、今後北海道と連携して、

特に人口の多い地方都市を中心に対策を進

める必要がある。 

 

E. 結論 
 北海道内における肝炎ウイルス検査陽性

者に対するフォローアップ体制の確立のた

めに、本研究を行っている。札幌市におい

ては、再勧奨により医療機関受診確認率は

約 10%改善された。北海道全体では、フォロ

ーアップの実施していない人口の多い地方

都市から対策を進める必要がある。 

 

 



 

－255－ 
 

F. 政策提言および実務活動 
北海道大学病院肝疾患相談センター長と

して、厚労省肝炎対策推進室、全国肝疾患

診療連携拠点病院と連携し、肝炎に関する

総合的な施策の推進活動に携わっている。 
 

G. 研究発表 
1. 論文発表 
なし 

 

2. 学会発表 
札幌市肝炎ウイルス陽性者の現状と課題 

第55回日本肝臓学会総会 メディカルスタ

ッフセッション 2019 年 5 月 31 日 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
なし 

2. 実用新案登録 
なし 

3. その他 
なし 


